



















































Review of regional contribution of university


































































































































たため、本研究では、先行研究における歴史的研究の範囲を「戦後～ 90 年代」、「90 年代～現在」を指定する。




























































































年度 センター名 改組 改組後のセンター名
1973 東北大学大学教育開放センター 2002 （廃止）
1976 金沢大学大学教育開放センター 2008；②Ⅱ 地域連携推進センター
1978 香川大学大学開放センター 2007；②Ⅰ 教育・学生支援機構　生涯学習研究センター
1986 徳島大学大学開放実践センター 2001；②Ⅰ 大学開放実践センター
1991 宇都宮大学生涯学習教育研究センター 2013；②Ⅱ 地域連携教育研究センター




























































2001 熊本大学生涯学習教育研究センター 2007；②Ⅱ 政策創造研究教育センター　生涯学習教育部門
2003 鹿児島大学生涯学習教育研究センター 2014；②Ⅱ かごしまCOCセンター　社会貢献・生涯学習部門
2005 鳥取大学生涯学習教育研究センター 2007；②Ⅱ 産学・地域連携推進機構　地域貢献・生涯学習部門
表 1　全国立大学生涯学習系センターの設置・改組状況




































































































































































































1950 年代から 1960 年代のアメリカで巻き起こっ
た公民権運動では、ソーシャルワークの支援方法に
エンパワメント概念がすでに導入された 18。その後、
「学部従属」段階 「独立」段階 「統合」段階 「再検討」段階
センターの
設立年代







































18　村上満・山本小百合（2014）「エンパワメントの概念整理と研究動向 - スクールソーシャルワーカーのエンパワメント構築に向けて -」『富
山国際大学子ども育成学部紀要』第 5 巻
ー 41 ー


















ても地域においても NGO や NPO が注目され、日本
でも特に阪神大震災（1995 年）以降ボランティア
活動の重要性が認識されるようになった。ようやく


































































































































学地域連携・生涯学習センターの取り組み ‐ 」」日本社会教育学会編『地域を支える人々の学習支援 ‐ 社会教育関連職員の役割と力
量形成 ‐ 』東洋館出版社
28　 上野真也（2002）「参加とエンパワーメントに関する研究：政策としての「協働」の意味」『熊本大学生涯学習教育研究』1：31-53
29　荻野亮同注 30　3 頁吾（2013）「生涯学習を通じたコミュニティ・エンパワメントモデルの開発」 http://kaken.nii.ac.jp/en/grant/KAKENHI-
PROJECT-25780467 （最終閲覧日：2016/07/18）


























































































































































































山地を有する。2000 年からの 12 年間で、総務省の
データにより、全国範囲で「投資的経費の割合」36
が減少する傾向を見せているが、和歌山県の財政
状況をみると、和歌山県の順位が 2000 年の 29 位






の生産年齢人口割合（15 ～ 64 歳人口÷総人口）
が 59.0% で、全国 43 位 38 であった。2000 年から
2013 年にかけて、和歌山県の「県外大学・短大へ


























7,762,688 円を得、2013 年度の 6,232,839 円、第二







































2013 年度～ 2015 年度の和歌山大学地域連携・生
涯学習センターの組織図 43 を、図 2 のようになっ
ている。
















図 3　和歌山大学地域連携・生涯学習センターの組織（2016 年度 ~）
41　村田和子（2014）「生涯学習機関としての大学地域連携 ‐ 和歌山大学を事例に ‐ 」北海道大学教育学研究院・公州大学校師範大学
10 周年ジョイントシンポジウム 37　内閣府ホームページ　「平成 27 年版高齢社会白書（概要版）」http://www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/
w-2015/html/gaiyou/s1_1.html　（最終閲覧日：2015/11/29）
42　国立大学法人　和歌山大学（2015）平成 26 年度事業に係る業務の実績に関する報告書















よって < 地域発展をめざす生涯学習 > の支援を中
心に事業化している。



















































年度～ 2002 はセミナーにおいて 3 つのテーマに分
けられて、各グループは定員制で 20 名であった。































































本研究の調査期間は 2016 年 9 月 20 日より 2016






1987 年生まれ（現在 29 歳）～ 1940 年生まれ（現







マン・カレッジ」の 4 名の参加者 I さん、J さん、K












示したように、A さんと B さんが、「マナビィスト」
紀北の部の初期（2000 年度～ 2002 年度）の受講生
であり、C さん、D さん、E さん、F さん、G さんと





















































Aさん 男性 70代 トラック運転手 2000年度∼2002年度 個別インタビュー
Bさん 男性 50代 高校の教員 2001年度 個別インタビュー
Cさん 女性 40代 教育委員会の職員 2014年度 個別インタビュー
Dさん 女性 40代 音楽療法士 2014年度 個別インタビュー
Eさん 女性 30代 専業主婦 2013年度∼2014年度 個別インタビュー
Fさん 女性 60代 保育士 2012年度∼2014年度 個別インタビュー
Gさん 女性 30代 専業主婦 2012年度∼2013年度 個別インタビュー
Hさん 男性 20代 会社員 2013年度∼2014年度 個別インタビュー
Iさん 男性 40代 新聞記者 2001年度 集団インタビュー
Jさん 男性 60代 行政関係者 ― 集団インタビュー





































































































































































































































































































































































































































































































































かった。上記の A さん、B さんや L さんは地域活動
のキーパーソンとして活躍し、特に彼（女）らのよ
うなキーパーソンがセンターと直接な関わりが多
く、センターの教職員との関係を長く築くことを求
めているとみられる。したがって、センターの教職
ー 58 ー
員の数が限られたとしても、地域活動をするキー
パーソンとのつながりを大事にすることが大切だろ
う。また、彼（女）らの活動をしっかりと把握し支
援することを、教職員の地域住民の活動への理解の
最低限必要なことにすべきではないかと考える。
仮説Ⅲ　センターは大学の生涯学習機関として、セ
ンターならではの役割を発揮し、コミュニティをエ
ンパワーする事業活動を提供することができるだろ
うか。
「マナビィスト」に参加した地域住民の回答によ
り、大学のセンターを地域に設置されたほかの生涯
学習機関と比べると、以下のような良いところがあ
る。
①公民館の場合、条例により利用者の範囲はその
地域に住む人だけに限定されがちであり、その地
域に住んでいない“外の人”は参加しにくいとみ
られる。「マナビィスト」は大学のセンターにお
いて展開されている事業活動として、和歌山市内
の住民に限らず、周辺地域（海南市、有田市など）
の参加者を集めることもできた。このようにして、
より幅広く学習機会を地域に発信し、各地域の住
民に情報交換や勉強し合うきっかけを与えている
とみられる。
②地域でのほかの生涯学習機関における活動は
“一発で終わる”ことがある。それに対し、大学
のセンターは事業活動を継続的に行っている。参
加者の OB・OG や、地域活動のキーパーソンが長
年センターと関わってきて、こうして、多数の参
加者たちはお互いを深く知り合い、つながりやす
いとみられる。
③センターの参加者のなかで、多様な地域活動を
開催してきたキーパーソンが多くいる。彼（女）
らは活動を行ってきたなかで、自分の悩みをセン
ターの教員や職員に相談することで助けられ、支
援してもらった事例がたくさんあった。ほかの機
関と比べると、センターは“相談機能”があり、
その機能を生かして地域住民の活動をスムーズに
進めているとみられる。
④大学のセンターは大学の先生が事業活動を担当
しているので、地域住民は先生が有する専門知識
や経験を信頼している。ほかの機関より、センター
で“大学の先生に教わりたい”という住民の生涯
学習の意欲が高いとみられる。
上記のように、「マナビィスト」は場所を提供す
ること、地域のつながりを深めること、地域住民
の生涯学習を支援することなどで、コミュニティ・
エンパワメントの形成に、大学のセンターならで
はの機能を果たしてきたと言えるだろう。
ただし、現状では、センターの事業活動は適切に
評価されていないようである。事業活動の意義や
状況を把握せずに活動を続けていれば、学内外の
理解者を増やすことも難しくなり、結局センター
のミッションの実現にも支障をきたすだろう。
終章　まとめと今後の課題
1. まとめ
本研究では、まず「コミュニティ・エンパワメン
ト」の視点から、国立大学に設置された生涯学習系
センターに焦点を当て、先行研究を踏まえ、日本の
大学開放の特徴および大学の地域貢献を検討した。
戦後以降、日本の大学開放の理念が徐々に変わって
きたとみられる。90 年代まで、センターの初期段
階において、公開講座が主要事業として開催されて
いた。21 世紀以降、「社会貢献」が大学の第三の役
割として制度的に位置づけられ、センターの組織と
事業活動の形態が大きく変わってきた。ただし、公
開講座は「専門型」の比率が低く、「教養型」に偏っ
ているという特徴が現在でもまだ残されていると言
える。それに対し、公開講座の改革を試みてきた大
学もあるが、一方で、事業活動自体の改革がなかな
か難しくて、公開講座を終了させ、新たな事業活動
を作り展開してきたのは一般的な状況とみられる。
次に、実地調査において、和歌山大学地域連携・
生涯学習センターの「マナビィスト」を対象にしぼっ
た。センターの参加者である地域住民と、事業活動
の担当者である教職員をインタビュー調査の対象に
し、「センターによるコミュニティ・エンパワメン
トの形成の実態」を検証してみた。
インタビュー調査の結果分析では、以下のことが
明らかになった。
1 点目、センターがコミュニティ・エンパワメント
の形成に果たす役割について
センターは、①生涯学習の場を提供し、地域住民
のニーズに対応してきた。②特に、ワークショップ
形式のプログラムを通して、地域住民が自ら地域課
ー 59 ー
題に気づく機会が与えられたとみられる。③地域住
民だけではなかなか地域活動を実践しにくい場合、
担当者である教職員たちが自分の知識やネットワー
クを活用し、地域住民の活動を支援してきた。④セ
ンターは多様なバックグランドを持つ地域住民に出
会い、深く知り合う機会を与えてきた。そして、地
域のほかの生涯学習機関と比べ、大学のセンターな
らではの役割も明確になった。
2 点目、センターによるコミュニティ・エンパワメ
ントのプロセスについて
地域住民がセンター（「マナビィスト」）に参加す
ることを通して、個々の「人生経験」「知識・能力」
「課題意識」に基づき、新たな「気づき」が生まれる。
このような「意識変化」の機会を与えられ、そこか
らスタートし、「人的ネットワークの広がり」「学び
と地域活動の展開」というコミュニティ・エンパワ
メントの形成のプロセスが明らかになった。当該セ
ミナーでは、地域住民自身が課題解決の主体となり、
様々な経験を持つ仲間と出会い、共に地域課題の解
決を考えていく。地域住民自身の最初に持っていた
「力」の強弱に関係なく、彼（女）らはそれぞれ自
分のニーズに適した学びの内容と実践の形式を選び
とることが可能である。また、特に大きな力を持つ
キーパーソンである参加者が、さらなる大きな範囲
で地域づくりに影響を及ぼす可能性がみられる。
そして、公開講座は一般的に「教養型」、または「専
門型」で分けられているが、本研究の実地調査を通
じて、「マナビィスト」は従来からある公開講座の
性格と異なることがわかった。「マナビィスト」と
いうようなワークショップ形式の事業活動を評価す
るときに、単純に「教養型」か「専門型」で区別す
ることができないではないかと考える。一方で、「マ
ナビィスト」に参加した地域住民にインタビューを
したことで、「マナビィスト」は「教養型」の特徴も、
「専門型」の特徴も持っていることがわかった。「マ
ナビィスト」において、講師の専門知の伝授により、
地域住民が自主的に幅広く学べることができたとみ
られる。また、インタビュー調査における地域住民
の回答により、「マナビィスト」に参加したことを
機に、①自分の新たな関心を見つけて自ら勉強をス
タートし、資格を取得した人、②「マナビィスト」
で身につけた知識、課題解決力や思考力を仕事に生
かした人や、③資格の勉強の延長線として「マナビィ
スト」で学習を続けてきた人は数名もいた。地域住
民の力を最大限に発揮するために、「マナビィスト」
は地域住民の最初に持ったニーズに応えるだけでな
く、彼（女）らの“潜在ニーズ”を引き出し、さら
に幅広く自主的に学習し、地域活動や職場に生かす
ように導いていく。このようにして、地域住民に認
識変化の機会を与え、彼（女）らの主体的力量を引
き出し、地域づくりの実践にもつながったとみられ
る。「マナビィスト」は参加者の地域住民が受身的
に聞くだけの講義ではなく、「共同学習」に基づき、
ワークショップ形式で展開されてきたセミナーであ
る。「マナビィスト」の担当者はこのような事業の
特徴を自覚し、自らがコミュニティ・エンパワメン
トの“形成者”であることを認識している。このよ
うな認識のもと、「マナビィスト」は“地域をつく
る学び”を目的にして展開されており、センターの
ミッションと一致した有意義な事業だと言えるだろ
う。
3 点目、センターが抱えている課題について
実地調査では、特に和歌山大学地域連携・生涯学
習センターにおける課題が明らかになった。セン
ターのミッションを明確にすること、事業活動の展
開に関わる教職員の量的及び質的を確保すること、
参加者の地域住民のニーズを把握し適切に処理する
こと、センターと地域の事務局との連携をスムーズ
にすること、学内外の理解者を増やすことなどの課
題がみられる。
したがって、センターが大学の地域貢献の一つの
手段として、地域住民の力量を引き出し、地域課題
の解決に取り組んできたが、大学学内がセンターに
対する認識がまだ不十分とみられる。また、近年、
学内における地域貢献への認識が高まってきたが、
センターの地域貢献の役割が必ずしも学内の全員の
教職員に認められているわけでもない。センターは
今まで大学の改革に伴い大きく変容されてきた一方
で、大学改革の方向に影響されるなかで、センター
の維持と発展が、決して楽観的な状況に置かれてい
るとは言えない。現在、大学によるコミュニティ・
エンパワメントの形成はまだ“初期段階”だと考え
られ、今後さらなる多くの人にコミュニティ・エン
パワメントの重要性を認識してもらい、地域住民の
力量の拡大を期待できるだろう。
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こうして、上述した内容を先行研究の整理と実地
調査を通じて明らかにしてきたが、本研究にはまだ
不十分な点もある。以下、今後の課題を示す。
2. 今後の課題
Ⅰセンターの事業活動の評価システムを作ること
本研究の調査は、センターの事業活動（「マナビィ
スト」）がコミュニティのエンパワメントを引き出
し、地域づくりの重要な教育施設として機能してい
ることを検証した。ただし、センターにおけるすべ
ての事業が必ずしも機能しているとは言えない。し
たがって、大学経営が厳しい状況に置かれているな
かで、今後に向けて、センターの良い事業活動をよ
り明確及び適切な評価をすべきだと考え、そのよう
な評価システムづくりが必要だと考えている。それ
で、無駄な経費の支出を削減することができ、大学
の地域貢献活動を継続することにもつながるだろ
う。すなわち、大学は“有意義”と評価されたセンター
を支援し、特にそのなかでの良い事業活動を支援す
べきだということであり、一方で、センターの事業
活動が大学の資源を無駄に費やすものとなると、評
価により終了させられることも認めるべきなのであ
る。
筆者は、そのような評価システムを作る際に、
“good practice”の事例収集を着手すべきことにする
必要があると考える。また、センターの評価システ
ムは学内の執行部や教員の理解や、地域の事務局な
どの担当者との話し合い、全体の組織の合意を得る
ことが評価システムづくりの重要な一環であり、そ
の後の評価システムの適宜の見直しや、継続も無視
してはいけないことだと考える。そして、センター
の教職員の意見はもちろん、地域住民自らの意見を
把握することがさらに大事だろう。地域住民の学習
ニーズに応え、地域の人々をエンパワーすることこ
そ、「大学は確かに社会貢献の役割を機能している
かどうか」を評価する基準にし、このような具体的
な評価システムの在り方と構築する方法を、今後の
課題にしたい。
Ⅱ大学の社会貢献の役割発揮に必要な取り組みを明
確にすること
本研究は、センターを設置している大学が、「社
会貢献」を実現するにあたって、どのような課題に
直面していくか、どのような役割を果たしてきたか
を検討した。ところで、今後にむけて、大学改革と
いう大きな環境で、大学が「社会貢献」をするため
には、どのような事業形式が望まれているかがまだ
結論に至っていない。そして、本研究の調査におい
て、協議会に所属する一つの地域型国立大学（和歌
山大学）を先進例として取り上げたが、ほかの類型
の大学の実践事例と詳しく比較し分析することがで
きなかった。大学の社会貢献はセンターに限られて
いないため、センターを設置している大学と、セン
ターを設置していない大学を比較する必要があると
考える。
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